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当ニュースレターでは直近の法改正や新政令・通達及び、税務・税関当局から直近で発行され
たオフィシャルレターによる税務見解をダイジェストでご紹介させていただきます。

今回のニュースレターのテーマは以下の通りです。

1. 個人所得税（PIT）

2. 法人税（CIT) 

3. 付加価値税（VAT）

4. 外国契約者税 (FCWT)

5. トレーディング及び税関

※当資料は弊社によるニュースレターの要約版となります。詳細につきましては英語版又はベトナム語版の
添付ニュースレターをご参照ください。
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ガイダンス

課税所得が生じない個人、組織に対
する個人所得税（PIT）の申告

• 従業員に課税所得を支払っている
組織や個人は、関連する個人所得
税(PIT)の申告を月次/四半期ごとに
行う必要がある。

• 組織や個人が従業員に支払う課税
所得が存在しない場合、月次/四半

期ごとの個人所得税の申告は必要
はない。

（税務総局発行の2021年7月1日付オ
フィシャルレターNo. 2393/TCT-
DNNCN ）

he Official 
Letter No. 
2393/TCT-
DNNCN

新規定

コロナ禍における従業員及び雇用主を支
援する政策

政府が発行した2021年7月1日付政令No. 
68/NC - CP及び2021年7月7日付決定 No. 
23/QĐ - TTgによると：

1．2021年7月1日から2022年6月30日ま
での12ヶ月間、労災保険、健康保険
への拠出率を0％に引き下げる。

これらの負担率の引き下げにより生
じた保険料の減額分は、従業員の
Covid-19予防のために使用される。

2．2021年4月以降、Covid-19の影響で企
業が15％以上の人員削減を余儀なく

された際のその労働者の退職・遺族
基金への拠出を一時的に停止する。

3.   雇用主に対する、従業員の雇用維持
訓練プログラムのための費用の支援

4.    Covid-19の影響により、労働契約が

一時的に中断されたり、無給休暇を
取得せざるを得ない従業員に対する
支援(一回限り)。

5.

5.  Covid-19の影響により一時的に休職す

ることとなった労働者のための支援
(一回限り）。

6.   Covid-19の影響により、労働契約の解

除を余儀なくされた従業員のための
支援(一回限り）。

*  上記4、5、6については、妊娠中の女
性従業員および6歳未満の子供を養育

する女性従業員には、上記とは別に
国家予算による追加手当が支給され
る。

7.   Covid-19に感染した子供のための支援

8.   Covid-19患者のための食事代の支援

9.   公共事業（観光業及び芸術業）に関

するサービスを提供する事業体に対
する支援(一回限り）。

10.  自営業を営む事業者への支援（一回
限り）。

11.  雇用主に対し、生産回復及び従業員

への解雇手当を支払うための資金を
金利0%で融資する。

12. 雇用契約のない労働者（フリーラン

ス）のための支援及びその他特定の
ケース

（政府発行の2021年7月1日付政令 No 
68/NQ – CP及び2021年7月7日付決定 No 
23/2021/QĐ – TTg）

GUIDANCE RULINGS

個人所得税（PIT）
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ガイダンス

会社の方針に沿った定額の出張手当

オフィシャルレターによると、会社の
財務規定や社内方針に沿って、会社が
従業員に定額の出張手当を支給した場
合、その費用は法人税（CIT）上損金参
入可能となる。

(ハノイ税務局発行の2021年5月20日付
オフィシャルレターNo.17322/CTHN-
TTHT) 

複数年契約により受けた現金支援

企業が複数年契約によ現金支援を受け
た場合、その支援が修理、保証、広
告、宣伝を目的としたものではない場
合には、法人税を申告・納付しなけれ
ばならない。法人税計算のための課税
所得の計算は一度に決定され、長期に
渡って配分されるものではなく、その
決定の時期は、企業がその支援を受け
た時期となる。

(税務総局発行の2021年4月1日付オフィ
シャルレターNo.933/TCT-DNL) 

本社とは異なる省に所在する、販
売及び収益がない、従属生産施設
からの法人税優遇措置の対象と課
税所得

企業は、従属会計単位の優遇措置対象
活動から生じる収益、費用、課税所得
を個別に計上しなければならない。

法人税の優遇措置対象の生産活動から
の課税所得を個別に計上していない場
合、当該課税所得は、課税所得総額
に、優遇措置対象活動の収益または損
金算入可能な費用の、当該年度の収益
または損金算入可能な費用総額に対す
る割合を乗じて決定される。

(ビンズン省税務局発行の2021年6月25

日付オフィシャルレター
No.10779/CTBDU-TTHT) 

法人税（CIT）
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ガイダンス

本社とは異なる省に所在する、販
売及び収益がない、従属生産施設
に対する付加価値税政策

1.本社での原材料および完成品の請求
書、伝票の使用：会社ごとのオペ
レーションや会計記録に応じて、企
業は以下の種類の請求書、伝票のい
ずれかを使用することを選択する。

• VATインボイス

• 内部オーダーに関する内部配送書

2.VAT申告： 会計記録を個別に管理
していない生産施設は、本社でVAT

を申告し、以下の税率で所在地の税
務当局にVATを納付する。

• 10%のVAT税率が適用される商品
の場合は2%、または

• 5%のVAT税率が適用される商品の
場合は1%。

納税者が本社で税金が発生しない場合
は、生産施設のある省で税金を負担す
る必要はない。

(ビンズン省税務局発行の2021年6月
25日付オフィシャルレター
No.10779/CTBDU-TTHT) 

本社と同じ省に所在しない投資プロ
ジェクトのVAT申告

・本社と同じ省に所在しない投資プロ
ジェクトのVAT申告書は、そのプロ

ジェクトが所在する税務当局に個別に
提出しなければならない。

・また、新規投資プロジェクトが操業開
始前であり、事業登録も税務登録もい
まだ行われていない場合、本社は規定
通りにインプットVATを申告・控除し

なければならない。新規プロジェクト
が設立され、事業登録が完了した後、
本社は、投資プロジェクトのインプッ
トVATをまとめて新規設立された企業
に移転する。

(ビンズン省税務局発行の2021年7月6日付
オフィシャルレターNo.11220/CTBDU-
TTHT) 

GUIDANCE RULINGS

付加価値税（VAT）
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ガイダンス

国境ゲートで納入される物品に伴
うサービスに課される外国契約者
税

外国契約者が、ベトナムの国境ゲート
で引き渡される物品に、ベトナムで行
われる据付サービスを付随させて提供
する場合（外国契約者との契約によ
り、物品の価値と据付サービスの価値
が分離されている場合）、外国契約者
の所得は、ベトナムの外国契約者税
（以下、「FCWT」）の対象となる。

• 機械・設備の価値に対して：法人
税率1％が適用される、輸入時に
VATを全額支払った場合、VATの支
払義務はない。

• 設置サービスの場合法人税2％、
VAT5％。

外国契約者が、海外の国境ゲートで引
き渡される商品を提供し、買い手が海
外の国境ゲートからベトナムへの商品
の受領と輸送に関連するすべての責
任、費用、リスクを負担する場合（売
り手の保証義務を伴う）、外国契約者
の収入はベトナムのFCWTの対象とは
ならない。

(ハノイ税務局発行の2021年5月11日付
オフィシャルレターNo.15175/CTHN-
TTHT)

GUIDANCE RULINGS

インコタームズに基づき、売り手
が商品に関するリスクを負担する
場合の譲渡された商品に課される
外国契約者税

外国契約者がインコタームズに基づい
て物品を譲渡し、その物品がベトナム
国内に引き渡されるまで売主が物品に
関するリスクを負担する場合、この外
国契約者はFCWTの対象となる。

(ドンナイ税務署発行の2021年6月10日

付オフィシャルレター
No.5615/CTDON-TTHT) 

外国契約者税（FCWT）
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ガイダンス

90日以内に納税を行わない企業に
対する税関の強制執行措置

税関総局は各省の税関当局に対し、
90日以上の滞納があるすべての企

業を調査し、直ちに税金の回収を
促進、強制、強要する措置をとる
よう要請した。

それに従い「税関手続の停止」の
措置については、税関当局は、少
なくとも5日前に、企業に通知を送

付し、税関のウェブサイトに公式
に情報が掲載されます。

税務上の債務についての強制執措
置は、企業が税務上の債務を完済
した場合、または企業が税務上の
債務の分割払い・延長・免除を認
められた場合に限って取り下げら
れる。

税関当局は、企業に「納税通知
書」を同時に送付し（納税が30日

以上遅れた場合）、企業が自ら自
己調査し、申告・納付できるよう
に、税関のウェブサイトで納税額
を公表する。

(税関総署発行の2021年6月14日付オ
フィシャルレターNo.2893/TCHQ-
TXNK)

GUIDANCE RULINGS

外国原産の情報を事前に印刷したパッ
ケージの輸入が許可される場合

税関総局は、外国の原産地や商標の情
報が事前に印刷されたパッケージの輸
入禁止は、貿易や消費目的の輸入にの
み適用され、企業の生産活動の為の
サービスには適用されないとしてい
る。

ただし、以下のような場合には、外国
の原産地や商標の情報が事前に印刷さ
れたパッケージの輸入を許可してい
る。

• 外国の原産地や商標の情報が印刷さ
れたパッケージ（ボトル、瓶、
チューブなど）が、輸入されたパッ
ケージの記載と一致する原産地の完
成品・半完成品と一緒に輸入され、
分離・梱包された後、輸出または国
内市場で消費される目的で使用され
る場合。

• 以前に輸入された破損したパッケー
ジを交換するために、外国の原産地
や商標の情報が印刷されたパッケー
ジを輸入する場合。但し、輸入され
る交換用のパッケージは破損したも
のと全く同じでなければならない。

(2021年6月21日付税関総局発行のオ
フィシャルレターNo.3108/TCHQ-GSQL
では、2021年3月2日付のオフィシャル
レターNo.974/TCHQ-GSQLにさらに詳細
なガイダンスを提供している）

GUIDANCE RULINGS

トレーディング及び
税関
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